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社会・技術システム論の

発展と作業組織の再編成

赤 岡 功

I は じ め に

前稿1)において， 筆者は 近年欧米各国で問題となり，さかんにすすめられ

ている「労働の人間化」あるいは「労働生活の質の改善」の動きについて考察

した。そして，社会的経済的な条件の変化により，賃金，労働条件，作業環境

の改善ばかりでなしこれらのある程度の水準の達成を前提として，労働者が

それぞれの職場において，日々に行なう労働それ自体の何らかの形での改善が

必要だと認識されていることをみ，その具体的ないくつかの試みについて検討

した。

そして，とくに，職務充実や自律的作業集団の検討を行なって，職務充実論

においても技術要因の考慮が重視されはじめていることを，ライフ&モニック

(W. E. Reif and R. M. Monczka)の職務充実におけるコンティ γ ジェ yγ ー・

セオリーをあげ C，指摘した。しかし，それは職務充実において，技術的条件

を明示的に考慮している点で大きな進歩であるというものの，コンティ/':/:10

ンシ ・ヒオリーであるという ζ と自体，与えられた技術の下における職務充

実には一定の限界のあることを示しているわけであり，単調労働を生みがちな

大量生産の職場における職務の本格的な再編成を行なおうとすれば，技術によ

る制約脅どう処理するかが問題とならざるをえない。作業組織の再編成におい

て，技術をどう理解するかが大きな問題となっているのである。

イギリエのタピストック研究所の研究者遣は，社会・技術、/月テム論の開発，

1) 赤岡劫，作業組織の再編成「経許論叢」第 115巻第6号，昭和sr年 6月.
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展開によって，この問題に答え，そして，その具体的適用として，責任ある自

律的作業集団なる概念を発展させ，現実の職場において効果をあげてきた。そ

の研究は，技術要因についての理解のためばかりでなく，作業組織の再編成の

lつの有力な方法としても，また 1つの職場における産業民主化の方法とし

ても，重要な意味がある。そこで，本稿においては，作業組織の再編成のうち

でも，タビ λ トゲグ人間関係研究所の人々や，米国のカリフォノレニア大学ロス

ァγジヱノレス，のデイピス(L.Davis) J テイラ (}. Taylor)等による社会・

技術シλ テム論の発展とよのアプローチによる作業組織の再編成の展開につい

てみていくことにする。

11 社会・技術システム論の発展

1945年に設立台れたタビストザグ人間関係研究所はレピγ(K.Lev;川，)やハ

イ オン川T.R. Bion) の小集団に関する考え方に影響をうけたといわれている。

レピンからは，集団，社会変化のプロセスおよび協同的なアグシ.:-'・リサー

チの考え方の影響を大きくうけ，パイオY からは，グループを外的環境と関係

を保たせるのに必要なものとして，仕事の概念を考えて，グループ内には協働

のための基本的能力があるとする理解をうけついだという九

その後の，タピストゲグ研究所の研究の発展は 4つの段階に分けて考えるこ

とができる。第 1段階は，グレ--./ャー・メタノレ社における研究であり，そこ

では，労働移動の問題が扱われ，それは外部の環境から組織メンパーが入札内

部で働き，そして出ていく社会プロセスとみられるべきことが示されて，ここ

から組織は，環境と相互交換をしている全体とみられるべきことが示されたの

である。ライスとトリスト (A.K. Rice and E. L. Trist)は， パートラ γフィ

(von Be.rtalanffy)によるゼネラノレ・ γλ テム論をひい C労働移動の問題を考え

たのであり，システムは，新しい状況に適応し，自律性をもつものと考えた。

この段階で，グレーシャー メタル社の研究から，組織を 1つのオ プンな才土

2) M. Bucklow， R印 dingsin品目。 T，町 hnicalSystems， Tavistock， HRC 279，1969， pp. 1-2. 
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会システムとみることの必要性と有効性を示したのであるヘ

グレーγ+ー・メタノレでの研究によって，組織をオープyな社会γステムと

みるようになった点は大きな進歩であった。しかし，タピスト γFの研究者は，

これだけでは理解しにくい問題に直面していくのである。すなわち，職場にお

ける民主化の問題に関するものであるが，グレーシャ ・メタノレ社のw ブヲ

ウン会長 (W.Brown)は，第 Z次大戦中に政府が各企業に設置させた合同生産

委員会よりももっと産業民主化をすすめようとして，社会科学者にその研究を

まかせた。そして，同社では，非常に民主的な代表制や工場協議会がもたれた

にもかかわらず，フォアマ Y より下の一般労働者とフォアマ γ との間でのギャ

ップが大なため，職場における民主化が制約をうけることが次第に認識される

ようになった。このギヤザプをうめるために，労働者代表が選出されると.こ

んどは代表自らと一般労働岩との間にギャップの生じたことをみいだされたの

であるのそこで.このような問題発生の原因とその解決が課題となるべ

エメリー (Emery)によれば，最初にこの問題を明確に意識したのは， トリス

トであるというが5〉， 彼は，社会システムにおけるかなりの問題は，実は技術

システムに根をもつものであることに気づき，タヒストヅクの研究者達は上の

ギャグプは，社会システムに問題があるからではなく，技術システムに根吉、す

ものであると考えるようになっていったのである。すなわち，このようなギャ

ップが生ずるのは F，テイラー以後，組織を技術的要請によって設計してい

るからではないかと考えられたのである。

こうして，組織を社会システムとして把えつつも，オープンなものとして理

解するようになったこと，しかし，それだけでは十分説明しえない問題があり，

それらの問題は技術システムから生じτいるのではないかとの問題意識をもた

3) F. E. Emery， Technol，噌 "yand Social Organizatio叫 TIHR.Doc. No. T. 42， 1962， p. 1 

4) Ibid.， なお，グレーシヤ ・メタノレの産業民主化については，次を参照。 E.Jaques， The 
Chan.五ringCaltt句、eof a Factory， 1951 

5) F.E.E四百Y.The Democratisatio1l of the W町是 Place:A Historical Revl町 V of 

Studies， TIHR， T. 813， 1966， p. 1 
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せるにいたったこの段階で，グレーシャー・メタルでのタピストゲク研究じ所の

研究プロジヱクトは終了したのである。

このような問題意識をもって，タピストック研究所の人々は，社会・技術シ

月テム論にもとついて石炭産業における研究プロジェクトに，従事することに

なるわけであるが.少し詳し〈みれば，彼らの石炭産業における研究は，理論

上，第2段階と第3段階との 2期に分げてみる乙とが適当である。

第 2段階においては， 石 炭 産 業 に お い て リ ?-I、と...--， '/フホース (E.L 

Trist and K. W. Bamfo出，)によって，労働者の組織の方法，調整。方法，監督

のやり方等れらがどの程度技術と関連しているかが研究されたのであり，

2つの異なる生産技術段階がし、かなる社会的心理的結果をもたらすかが休系的

に比較され，技術が社会的心理要因に大きな影響を及ぼすことが示きれた。そ

して，技術システムの要請を考慮することによって組織，調整，監督の方法を

説明しうることを明らかにしたのである凡 そして，彼らは，生産システムの

ζのようなすべての面の相互作用を記述するものとして「社会・技術 γ 月テム」

という概念を提示したのであるの。 この段階における社会・技術システムのそ

デノレは次のようなものであった。すなわち，技術は仕事の役割の配分や産業間

の関係を決定し，それらを通じて，社会システムの性格を規定する。そして，

システム全体のパフォーマンスは社会システムと技術システムの両者の共同の

働きによってきまる。したがって，社会Vステムに問題があるにしても，社会

γステムは技術シλ テムの要請によってきまっている以上，簡単に社会システ

ムを変化させる ιとはできない。社会γ ステムと技術システムは，それぞれ独

立だが，相互に関係するサプ・ vλテムであるとみられ，一方のみの最泊化は

部分的最適化にすぎず，全体の最適イじのためには，両者の結合した最適化が必

要となるのである九

6) E. L. Trist and K. W. Bamforth，“Some S皿 ialand Psychological Consequences of 
the Long-wa:l Method of Coal-getting，" R附 nanRelations. No 弘 1951

7) M. Bucklow， o.ρ cit.， p. 3. 
8) P. G. Hf>rb<:.t，品cio-TechnicalDesign， 1974 p. 5. 
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このように，技術的要因によって社会的構造を説明しようとする研究は，こ

のころの社会における急」車な技術卒新を反映して多〈の国でそれぞれ独立に開

始されていたのが， トリスト等怯，ここからさらに，技術とよく適合している

社会ジステムを示L.社会システムと技術システムの適合をはかり，生産面で

の改善および労働者の満足〔主観的および客観的に〉を達成しようとした。 こう

して，彼らは伝統的な職務設計論の克服が可能であることを示したのである。

このような方向は， 1950年代にアメリカでミシガン大学の社会調査研究所に

よってすすめられた研究が主とし ζ社会シλ テム古扱いそれにおける最適化か

ら，パブオ ぞ Yス，満足の最適化をはかろうとしていたのと異なり.技術シ

ァ、テムを重視して，職務設計へとすすんでいったものであった。しかし，この

段階では，明らかに「技術的要請」に強調がおかれていたのであり r1つの

作業組織は特定の技術ジステムのもたらす必然的な結果であるという考えは，

石炭産業における第2のシリーズの研究が1954年に開始きれるまで棄てられる

ことはなかった」叩のである。

石炭産業〔ダ ハム〉における研究の第2のシリーズは，タヒストヅク研究所

の第3段階の理論的発展を示すものであった。ここでは一層システマテックに，

そして可能なかぎり数量的に研究が行なわれた。そして，このダーハムにおけ

るフィ ルドワークから，同様の技術的状況下で多数のタイプの作業組織が存

在することがわかり，なかでも好都合な比較対象としうる状況が見いだされた。

つまり，同じような地質状況，技術状況の下で， (a)労働者が社会システムの可

能性をもっとも完全に実現している作業システムと， (副社会ジステムが工学的

な面から規定されている作業組織，のそれぞれで働いている労働者がいること

が明らかになったのである。

9) 倒えは C.R. Walker and R. H. Guest， The Man 0.凡 theAssembly Line， 1952; G 

Westerlund， Grou;ρ Leadership. 1952; N. C. Morse and E. Reimer，“E叩 erimental

Change of a Major Organiz鉱山田1Variable，" Journal of AbnorY1日 1and SociaI Psycho 

logy No. 52; R. Blauner， Alianation and Flれ-eedom.1964 など。

10) P. G. Herb::;t， op. ciムp.4なお E.L. Trist all.J K. W. B.al1lfOrlh， op. dt 
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後者のタイプの作業組織(伝統的作業システム〉では，エンジニアー達は，労働

者を積木のように扱い，できるかぎり同質のものとして扱って，彼らを職務へ

緊縛し， 変動性の発生をできるだけ少なくしておし そしτそのよで， 複雑

な監督、ンステムに頼るのである。 他万，前者のタイプの作業システム〔社会的

作業シスアム〉では， 変動性に対するかなりのコントローノレの力を労働者がグ

ノレ プとして保有している ζ とがぶされた。乙れら 2つの作業システムを比

較すると，伝統的作業vステムよりも，複合的自律的作業システムの方が生産

性においても労働者の満足においてもすくれていることが明らかにされたので

ある11)。

この段階で重要なこ左は，第 1に，同様の技術Vステムが，ある範囲内にし

ろ，社会システムの種々のタイプの存立を可能とし，社会システムの選択の可

能性を与え与ということであり，第 2に，自律的作業集団に関する概念が形成

されたことであった。ここでいう自律的作業集団というのは，労働者グループ

が課業の主要な部分について，一定む責任を与えられており， 目標はグループ

によって設定され，グループは，各自の仕事に対する関係によって自ら管理さ

れているものをさしているのであり，これは前稿においてみた L・デイピスに

よる定式化とほぼ同様のものである12)。そして，丁度，この ζろ.A.K ライ

ス(A.K. Ri白〉は，インドの織布工場において，複合的作業組織の実証的研究

を実施して，異なる文化の下においても，タピ1 トグクのアプローチが有効で

ある午とを示Lたのであるiω。

以上で，タピλ トック研究所の第 3段階りプロジェクトは終了し. 1958年か

ら59年にかけて，それまでの調査をふまえて ζ の理論的な整理が行なわれた。

ここで，重要な点は，次のような諸点であった。すなわち，第 1に，組織は環

11) E. L. Trist， cor.噌 arau世 Studyaf lMining Systems， 0附 βo$l'leCutting Longtvalls 

TIHR， Doc. No. 46:J.. 1957; ditto.，品cio-Technica1System， TIHR， Doc. No. 572， 1959 
12) 赤岡劫，前掲論文. 8へ :'/，参照。
13) A. K. Rice，“Productivity and Social Organi国 tionin an Inoian Weaving Mill，" Human 

f?elations， Vol. 6. 1955 
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境と相互変換を行なうオープンな社会・技術シ旦テムであると考えられたこと

であり，第 2には，技術、ンステムと社会ジステムとは相互に影響しあうが，そ

れぞれ独立のシステムであり，これら 2つのシステムの聞には一義的な関係は

存在せず，ある技術に適した唯一の作業シ兄テムというものは存在しないとい

うことが認識されたことであり，第3には，組織全体のパフォーマンスを最適

化するには，両、/ステムの同時0)最適化(JointOptimizat即，)が必要であると考

えられたことであり，第 4には，具体的な作業シλテムの設計において，ある

いは現実に存在する有効な作業組織として，責任ある自律的作業集団の概念が

生み出されたことであフたw。

このように，組織をオープy な社会・技術V ステムとみて，両、ンステムの相

宣作用を重視しつつ，職務構造を考察してきたアプローチは，米国では職務設

計論あるいは作業システム設計論の 1つとして存存している。その初期のもの

とLては. 1940年代の終りに行なわれたエレクトロニクユ工場での実験がある

といわれる。そLて，この方向の研究は，主として L.デイピスによってす

すめられてきたが，彼の研究は. 1960年代にはタピストック研究所の研究と相

互に影響を及ぼしあうこととなった。デイビス白身によれば，社会・技術、/ス

テムの概念は，タピ月トック研究所で開発され，米国にったわり，ついでノル

ウェー，スウヱーデンへと伝播していったとされている1九他方， ノノレウェー

での研究をオスロ大学の社会調査研究所の人々と共同研究をすすめるにあたっ

て，タヒストヅクの研究者達は，テイビスによって示されていた職務設計の基

準を採用したのである叫

さて， タピストクク研究所の第 4段晴のプロジヱクトは. 1962年からのノノレ

ウェーにおける産業民化主プロジヱクトをもって始まる。これは， ノルウェー

14) E. L. Trist， ~ρ. cit.， CTIHR， Doc. No. 572) 

15) L. Davis，“The Corning Crisis for Production Management: Technology and Organi 

四 tion，"lnternatum.alあ山マ.wlof P.rndl1ctinn Re沼田v:h.Vol. 9， 1971， Reprinted in L 

Davis and J. Taylor (eds)， Desigηof Jobs， 1972， p. 423 
16) F. E. En1Cry， Regarding Phase B Qf守 theProject， TIHR， T. 176. 
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の人的資源の活用をはかるため， ノノレウヱーの使用者連合 (NAF) と全国労働

者協議会 (LO)の両者からの要請で開始された。 1962年の秋から NAFとLO

は平等に資金を出し，合同委員会をつくって共同研究を開始した回。

共同研究は，産業における労働者の公式参加として協議会の設置や代表を通

じての章一役会の参加についての諸外国，およびノノレウヱーでの経験の調査を実

施したA段階じ労働者が直接的に職場で参加する個人的参加の条件をきめる

フィーノレド実験を行なったB段階とに分れる曲。本稿における関心は，とくに

作業組織の再編成であるから，職場における民主化にむけられる。乙の領域で

は，目的は職場における労働者の意志決定への参加をすすめるために作業組織

を再編する可能性を考察することであったυ 作業組織を変化させるには少なく

とも. 4つのシλテム，すなわち，社会ジステム，経済Vステム，技術システ

ム，心理ジステムのいずれかの変化によって行なう ζ とができる。ここまでの

タビストックの理論段階では，上述のように技術は所与であった。 Lたがっ

て技術システム以外のv;z...テムにおいて変化を考えることになった。

しかし，現在の段階の技術は時2主をできるだけ細かく分け，労働者のイヱシ

アを極小にし，自リ練の必要性を少なくするように設計されている。これでは職

場における民主化は達成しがたし、。そこで，社会、ンステムと技術シ旦テムの岡

崎の最適化へとすすんだのである。ある方向へ社会シλ テムを導こうとすれば，

技術システムの変化を行なう必要があるわけであるべ重要なのは，社会シス

テムの変化の方向と矛盾しない技術を選択する乙となのである。それゆえ， γ

ステム設計にとっては，重要なことは，技術的，経済的に可能であって，っく

りあげようとする社会システムや組織と矛盾しない技術シ1 テムを提示するこ

となのである。かくし工，タヒストグクの研究者達は，技術的要請に適合した

17) E. Thorsrud and F. E. Emery， Industrial Confiict and “lndustrial Democra叩ヘ
TIHR， T， 358. 1966 

18) F. E. Emery， Resea阿見 開toConditions Leading加 lndustrialDetnocracy， TIHR， 
T. 176. 1963 

19) P. G. Herbst， ot. cit.， pp. 6-9 



社会技術ツステム論の尭展と作業組織田再編成 (319) 9 

組織を考えることから，人間や組織に技術を適合させる方向へと移っていった

のである。

以上で，タピストッグ研究所における社会・技術システム・アプローチの発

展をみてきたが，次に乙のアプローチによる作業組織の再編成の特徴をみて，

職場における産業民主化の方法としてどのような役割を果しうるかについて検

討していくことにしよう。

III 社会・技術システム論と作業組織の再編成

タピストックの研究者達は，上でみたような社会・技術システム論をもって，

具体的な作業組織の再編成に従事したが，それはイギリエ圏内ばかりでなし

インド，そして，共同研究によ勺てノルウヱー，オラ γタ等にひろがっており.

スカ yジナピア諸国へはノノレウ z ーを通じて影響を及ぼした。またL.デイ

ピス Jテイラーは， 主としてカナダと米国において，社会・技術システム論

の立場から作業システムの設計にあたった。 J目テイヲーは，後に述べるように，

作業ジステムの設計 (WSD) と通常の職務拡大・充実とを区別したうえで吹

作業システムの再編成の行われたケー只のり九トを示している21)。 乙のリ旦ト

は，原則として英語で報告が行なわれているものに限定されており，必らずし

も包括的なものではなく， 日本のケ エえについて，さらに少なくとも，オラ y

ダにおけるタビストックの研究による 4ケース国等の補充をする必要があり，

不完全なものであるけれども，作業システムの設計の試みがどのような国， ど

のような職業で行なわれているか等について概観とはいえ，興味深い点を知る

ことができるので，まず簡単にそれをみておくことにしよう。第 1に国別に作

業組織の再編成の行なわれた件数をみるならば，米国36. カナダ2， 7.ウ z ー

20) 詐しい区別は，本稿12-13ページ参照。
21) ]. C. Taylor.且λJρ町 imentsill W.白元 SystonDesig7τ Economic and Hum.an Desigヲ'.

1975. Human Systems Development Study Center Graduate School of Management， 
W orkjng Paper枠75-6，

22) J. L.}. M. van der Does de Wil1ebois， 00 the Quality of Working Life， in W 
Albeua. (ed.)， rartidtatiQIl in Managemeηt， 1973， pp. 78-81 
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デン11，ノルウヱー 6，デγ マーク3， オランダ 6，英国 7，フラ Y ス 3，オー

ストラリ 711，ヘノレギー 1， ドイツ 1， イタリ 72，インド1， 日本 1，ユーゴ

只ラビ73の計94件の作業組織の再編成がリ旦トにあげられている。第2にこ

れらの作業組織の再編成は，古いものでは， 1940年代にさかのぼるが， 1970年

代以後に急増している。第3に，このリストを職種別に分類すれば，組立作業

は33%. 半熟練の機械運転工は23%，プロセス生症の作業については21%. ホ

ワイトカラーは 9%. 保全職 3%となっている。さらに，第4に，年代と職種

別の関係をみれば，各職種とも1970年以後の再編成が増大しているわけである

が，と〈に組立作業では，全体の%，プロセス作業では全体のYz，機械運転士

では%の作業組織の再編成が1970年代以後に行なわれており，組立作業， プロ

セス作業における再編成の急増が顕著である。第5に政治体制の異なるユーゴ

九ラビアのケースはJiIJにして，労働組合の作業組織の再編成への関与は近年で

は増大してきているようである。それは，アメリカにおいて，またスカンジナ

ピア諸国でみられる。しかし，労働組合のない企業，職場で実施されていたり，

あるいは，組合の関与について報告がされていないケースが多い。そして，第

6に，作業組織の再編成の結果については，殆どのケースは，生産性の向上や

コストの低下とともに，従業員の退職率や欠勤率の減少，あるいは満足の改善

を報告しているものが多いが，必らずしも結果が十分には明確でないものもあ

り，また， 1ケ スとはいえ失敗例の報告があること，および，生産性は改善

せずに従業員満足のみ上昇したケ スの報告は，失敗例の報告がなされること

は殆どないことを考えると，注目されるべきものである。しかし，このリスト

では，再編成された仕事あるいはそれを通じて得られる技能の社会的通用性に

ついてはわからない。

このような作業組織の再編成は，前節でみた社会・技術システム論の職場に

おける具体的通用とみることができるが， それは他のモデノレによる作業組織，

あるいは労働のあり方への接近と異なったものである。

従来の作業組織の編成法としては F テイラーの科学的管理法以来のもり
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が有力である。そこでは，各労働者のなすべき仕事は，予め組織の上層におい

て決定し，それを各労働者にやらせることにより，各労働者の作業には「変動

性」の生ずる余地をできるだけ少なくしようとしたもので，技術的には非常に

合理的なものであった。そして，許容範囲以上の変動性が各労働者のレベノレで

発生しないように厳格な監督を行ない，あるいはベルト・コ γベアーが人間に

かわって監督の役割をはたしたのである。これが，計画職能と作業職能を分離

し，作業の単純化をすすめていった F テイラー以後の科学的管理法の精神で

あった。

しかし，各労働者の作業に含まれる変動要因を極小化し，作業を単純化して，

司l闘の必要性を減じようとしたこの作業組織の編成法は，一方で大量生産を司

能にしたが，他方では労働者の不満ちと惹起することとなったのしかし，賃金や

労働条件が低かった聞は， 日々の労働からの不満は高賃金や高労働条件によっ

て表面化を避けることができた。そして，大量生産のもつ高生産性は告の支払

をみたす可能性も聞いていたのである。

しかし，計画職能と作業職能の分離，および作業の単純化，単調化は，日々

の作業に従事する労働者にとって，労働は無意味な苦痛となり，一定の状況の

下では，退職欠勤が増大し，サボタ ジュ，ストライキの原因となることも

ある回。技術、/ステムの合理品目設計は，各作業の変動性を低めることによって

最適化をはかったが，それは他方で社会ジステムにおける変動性を高めること

になったのであり，そのため，生産計画もくるい，経済システムにおける最適

化の達成も困難となったのである。そのため，作業現場では，何らかの対応が

必要となったのである。

その主なものには第 1に， 1930年代に開発され，戦後に普及した人間関係論

があり，第 2には，ハズパ グ (F.Herzberg)やマイ γー (M.S. .Myers)等に

よる職務拡大・充実論があり，第3に， ここで問題としている社会・技術シノス

23) W. E. Upjohn Institute for Employment Research， Work in America， 1973; J. N. 

Heugヒ>.“ Absencef回目 Work，"M. L. R. July 1973. 



12 (322) 第 117巻第5.6号

テム論による「責任ある自律的作業集団」を中心とする作業組織の再編成があ

る。ここでの関心は，第3のものの検討にあるから，第 L 第 2については簡

単に，第3のものとの関連においてみておくこととしよう。

第 1の人間関係論では，技術システムの設計から生じている問題を，社会γ

λ テムの変草を通じて解決しようとするもりであり， りーダーシップのスタイ

ノレの改善や， 斗ミュニケージョンの改善等によって，労働者の不満を解消しよ

うとするものであった。しかし，それは，アメリカや日本でかなりの普及をみ

たものの，労働組合からは単なる管理技術法であるとして反発をうけることが

多かった。労働者の不満の原因が技術vステムの設計にある場合， このような

社会システムの変革だけでは 時的にはともかく基本的に解決策とならないの

はいわば当然であった甜門

第 2の職務拡大・充実論は，人間関係論と異なり.労働者の職務満足を問題

とするところから，仕事自体を問題とした。しかし， ここで扱われたのは，基

本的には個々の職務であって，企業の業務と関連つけられた，組織全体の中に

おける作業システムそのものの変革を主目的としているわけではないEされ，

L デイピスや Jテイラーは，職務拡大・充実論を「職務内容」を問題とする

ものとし，彼らを含める社会・技術システム論による作業組織の編成を「ロ

ノレ・アプローチj として区別しているのであるおL また，職務拡大・充実論に

おける技術や環境に対する理解は，まだ不十分な場合が多いといわなければな

らなかった。それゆえ，あらゆる状況で職務充実は可能であるかの如く考えら

れたりしたのであるが，この点では最近は，職務充実のコンティンジェ γシー

・セオリーが展日目され，改善されるにいたっている制。

24) もちろん，一時的と 4まいえ効果はかなりな場合も多いL..また，日本ではλ.r~司関係要因は動機

づけ要因であるともいわれており，その劫呆は大きいといわれている a

25) L. Davis and 1-c. Taylor (eds.)， ot αt.， pp. 13-17; ]. C. Taylor， The Human Side 
。fWork: The SocicトTech:nicalApproach to Work System Design， Personnel Re回目V.

Vol. 4， No. 3， 1975 
26) W. E. Reif and R. M. Monczka，“A Contingency Approach to Implementation." 

Pp.rs，醐 nel，VoL 51， 1974 
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第 3のアプローチは，社会・技術γ ステム論による作業組織の編成論である。

これは，現在，L.デイピスとともに UCLAの「労働生活の質の改善プロジェ

クト」をすすめている Jテイラ によれば，作業γλ テムの設計論として職

務充実諭と明確に区却されている却。 この区別はタピスト γ ク白研究者達にと

っ ζは必らずしも明確に意識されているものではないが，テイヲーの区別をみ

ておくことは問題を明確にする利点がある。その区別の第 1は，作業シア、テム

の設計 (WSD)論においては，職務充実のように個々の職務の設計をするだけ

では十分でなく，相互に関係している一群の職務会体を対象正する ζ とであり

したがってまた，第 2に，個々の労働者ではなく，労働者のグループを扱う。

ζ の点では，近代の技術では 1単位の仕事がしばしば1個人のとりうる責任の

範囲をこえるためにとくに重要となる。第3には，技術を所与と考えずに，技

術システムと社会システムを同時に最適化をはかる。第 4に，そのような，社

会・技術システム論は，環境と相互作用 Lているオープy ・システムであるか

ら，しばしば，複雑かつ激変する環境の中にあっ亡作業システムの設計を行な

うというのである。

Jテイラーは，このような区別を行なうのであるが，職務充実論においては，

論理的に上のような作業システム設計論の方向を排除する理論構造になってい

るわけではなしまた，現にそういった方向の作業組臓の再編成もみられる。

しかし， 職務充実が伺々の嚇務内容を出発点とし，第 2， 3， 4白区別に示さ

れるような点て必らずしも明確な理論的整備が行なわれていたわけではなし、と

いえるであろう。

さて，このような社会技術-':/7、テム論による具体的な作業組織の設言!とし

て，最も重要なものは，責任ある自律的作業集団である。つぎに，とれのもつ

意味についてみていく ζ とrする。

責任ある自律的作業集団の形成によって，労働者は，日々に従事している作

業を自らでグループとしてコ Y トロ ノレすることができるようになり，その仕

27) J. C. Tllylor， op. cit.， pp. 17-18 
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事に対する責任を分担するのであるが，これによって，作業現場において発生

する変動性をグループでうけとめることができる。それによって，組織全体と

しては，各作業者の変動性を極小化するのでなく，変動性を処理する乙とが可

能となり，自律的各グループは変動性に対応することによって技能の向上をは

かることができるのである。変動性の処理を，見タップの助言をえながら，労

働者のグループが自ら処理することにより，絞らは自らで自らの労働をコ Y ト

ローノレするのであり，上層できめられた仕事を指示どおりにするという ζ とか

ら解放されるというのである。もちろん，責任にも，自律にもいろいろのタイ

プがあり，それによヮて種々の責任ある自律的作業集団が形成されうるが，技

術のあり方に上って， 1人の能力をこえてしかし単位の仕事を形成Lえないよ

うな場合にも，との方法はグノレープを対象とするために適用可能であり，作業

組織設計の弾力性を高〈している28)0

このような，責任ある自律的作業集団が，社会・技術システム論者，なかで

もとくにタピ凡トック研究所の研究者達に注目せられたのは，これが，職場に

おける産業民主化の有力な方法となると考えられたからである。タヒストック

の研究者達は， もともと産業における能率という尺度と同時に労働者の満足と

いう尺度を用意し，両者を同時に達成しようとしでおり，むしろ研究者は個人

的には満足尺度に固執する傾向の強いこともあって，産業民主化に深い関心を

寄せる傾きがあるが，同研究所の第4段階のノルウ z ーにおける共同研究によ

り，研究者の産業民主化への関心は一層強められたのであった。

そして，タピプ、トックの研究者達は，職場における産業民主化のためには，

公式の代表によるものでは，経営者側の末端の第一線監督者と一般労働者との

問のギャップは解消しない乙とを知り，労働者のグループに白ら旧作業のコ γ

トド ノレ士可能と「るように，システムを改善して， F テイラー以来の「計

画職能」と「作業職能Jの分離から生ずるギャップを解消しようとしたのであ

28) 例えば， Per H. Englstad， Socio-TechnicaI Appr佃 chto Problems of Process Control， 
Reprinted in L. Davis and J. c. Taylor (eds.)， ot. cit..を審問。
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っ式こ"，。

さもなければ，彼らは代表により重役会等に参加して，経嘗の意志決定への

発言権を得たれあるいは団体交渉事項の拡大によって，労働生活に関連する

諸事項について団体としての規制は可能であるとしても，彼らは毎日の仕事で

は依然として. -vuに雇用きれている「頭をつかう人Jが設計したとおりに，

「頭をつかわない方がよ L、」とされる仕事に従事し続けなければならない。

したがって，職務充実の作業組織の再編成は，問題を生む可能件はあるにし

ても，個々の労働者にとっては利点の多いものであることは，イギリスの労働

組合会議 (TU~) も卒直に認めている叩。また，H. A クレッグ (1王 A Clegg) 

は.産業民主化をすすめるについて悲観的であって，現代の経営は複雑になっ

てしまっており，近代産業技術の性格によって，労働者が経営に参加すること

は不可能になっているとして，プレッ、ンャー ，pループによる圧力によって，

産業の民主化をはかることを考える。そして，現在のところ労働者に残されて

いる唯一の道は，団体契約の下で，経営の機能が労働者集団に完全に移譲され

た「自主管理」を行なうことであるとして，その最もよい例として，タピスト

ック研究所の石炭産業および織物業における自律的作業集団を引用しているの

である300

A フランダース (A.Flanders)は， このように，産業民主化に悲観的な説に

反対し，自律的作業集団のようなものは経営における必要性という宏大な

る海に浮ぶささやかな自由の島」にすぎないもむと理解して，その意義は小さ

いものとし，産業民主化は， それほど制約された範囲内でしか行ないえないも

のではないと考える。そして，彼は， 産業民主化の進展のために， r生産性突

渉」の有効性を提唱したのである。これは，職場世話役を通じて交渉される職

場における団体交渉であり，職場レベノレであるがゆえに，包括的な事項を交渉

国) F. E. Emery， The Democratiz.叫 unof the Work PZace; A His如何'calRe叫 'ewoJ 

Studies， TIHR， T. 813， pp. 1-2， 1966 
30) TUC. Indu.stria1 Democracy， 1974， p. 30 
31) H. A. Clegg， A l'.忌wAP:ρro=h白 lndustrialDemocracy， 1960， pp. 110-111 
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することができる。つまり，彼は，団体交渉を，従来英国で 般的であった産

莱レベルの全国交渉以外に，職場レベルにおいても実施し，それによって，職

場における労働者四不満を吸収し，職場交渉なるがゆえに可能な交渉事項の拡

大によって，職場の労働者の発言権を高めていこうというのであった問。 ζれ

は1967年エッソのフォレ 工場ではじまったものであるが， 1971年の労使関係

立法の成立もあって，イギリスでは大いに普及した却。

しかし TUCの評価によれば，この上うな生産性交渉によってほ産業民主

化がすすめられたことになるかどうかは若干の疑問がある。すなわち，第 1に

生産性交渉によって，労働組合は，職場における広範な事項について発言し，

交渉しうるようになった点では労働組合の職場における影響力を強めはしたが，

他方で，賃金引き上げのために生産性をあげる交渉のプロセスで，従来労働組

合が職場内でもっていた慣行としての職務規制力の一部を， i経営に売り渡す

」乙とも行なわれており〔例えばデマケーションの緩和など)， 結果として，労使

の力をそれぞれ別の面で高めることになったと， TUCの政策レポートは評価

している3<，。

このような職場における生産性交渉は，従来，労働組合からも，経営からも

承認されていないが，労働者の要求の存在によって，職場の労働者グループの

代表とし Cその要求を職場で交渉してきた職場世話役を，団体交渉Vステムを

変草して，全国交渉と職場交渉との二本建てにし，その職場レベルの正規の交

渉へと組み込んでいって，成立したのが生産性交渉であったが，このような生

産性交渉によコて，どれほど労働者の要求

事白体lに三変化があるかは疑悶がないわけではなL、u とくに，職場委員が職場交

渉のなかに紺込主れた主き， これ左は別に，職場世話役の企業レベノレでの連合

32) A. Flanders. The Internal Social Responsibilities of Industry， Jj. J. 1. R. Vol. IV， No 

1，1977， pp. 17-18 

33) K. Johns and J. Folding， Producti叫 tyBarg，ωning， F ebian Society Research Pamphlet 
No. 257，などを毒照。

34) TUC， o.ρωt.， p. 30 なお，具体的には S.Cotgrove， J Dunhan and C. Vamplew， The 
Nylon SPiners， 1971を参風
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委員会が成立じて，企業レベルで交渉して労働者の要求を経営に反映させよう

としているのをみるとき，この疑問は大きいものとならざるをえなし伊)。

第 2に， より基本的なことであるが，団体交渉事項の拡大は，確かに職場に

おける産業民主化を拡大するには違いないが， 日々労働者が行なっている佐事

は，団体交渉とは別のものである。団体交渉は，作業システムの変更を問題に

することができ，技術、ンスアムにも影響を与えうる。乙れは，労働組合の機能

として重要なものであり. TUCもとくに新工場の設置，新技術の導入時にお

ける作業組織の設計に対して，交渉によってか，あるいは他の方法によって影

響力を行使する必要性を指摘している制。

しかし，次には，労働組合が影響力を行使してつくりあげる作業、ンステムは

如何なるものであるかが重要な問題であり，交渉γステムの改善向体は，社会

システムの改善を述べているのみであって.設計されるべき作業組織を示しう

るわけではない。それゆえ，フラ γダースの批判にもかかわらず，社会・技術

システム論よりする作業組織のデザイ Yの具体例としての責任ある自律的作業

集団の意義は小さくないものと考えられる。とくに，労働者は適切な作業組織

の編成によって，仕事を自ら計画し， コントロールすることにより，労働者と

しての技能をも高めることができるとすれば，この作業組織の再編成は，団体

交渉事項の拡じたや重役会への労働者の参加とともに，決して無視しえない重要

な産業民主化の 1つであると考えられる。

しかし，団体交渉、/ステムの変更，団体交渉事項の拡大は，如何なる作業、ン

ステムが設計されるかについて，重要な役割を果すであろう。 1-責任ある自律

的作業集団Jといっても，責任， 自律の内容は種々のものがありえ，責任や回

律性が拡大されるにしても，個々り企業内 Eしか通用しない技能や責任が，作

業集団にまかせられることもありえようし，また，社会的に企業をこえて適用

35) 現在，少なくとも企業レベルの職場世話役連合委員会はイギリスに14あり，相互に連絡をとり，
会合をもちはじめている].Mllrmy. Org叩 i7.ing the Combines. in Workers' Control 

Bulletin， No. 27， Sept. 1975， p. 9 

36) TUC.opιit.， p. 30 
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する技能を習得しうるようにもなりうるであろう叩。 したがって，労働組合の

作業システム設計への関与は，作業組織の設計の方向と影響を与える意味でも

重要であり， TUCも新技術の導入時や工場設置の時における関与に関心をも

勺ている。しかし，労働組合が，これに関係しえたケースは，最近は増大しつ

つあるようであり，またノノレウヱーなどはその有名なものであるが，必らずし

も多いわけではない。そして，設計された作業組織のあり様は，逆に労働市場

の範囲を規定する重要な要因となり，経済Vステム，社会γステムへ影響を及

ぼすのであるが，具体的な作業組織の設計と労働市場，労働組合については別

の機会に論ずることにする。

IV むすび

本稿においては，前稿においてみた現在における作業組織の再編成の必要性

とその試み，そこでの問題点をうけて，作業組織の再編成における重要な要因

である技術的要閃について考察するこ主にじて，イギリスにおけるタビ旦トヅ

ク研究所を中心として社会・技術シ九テム論の発展をみてきた。そして.それ

にもとづく作業組織の再編成として，責任ある自律的作業集団について考察し

てきた。

そして，タピストックの研究者や，L.デイピスや Jテイラ一等の社会・技

術システム論では，次のように考えられていることをみた。すなわち，第 Iに，

組織は環境と相互変換を行なうオープンな社会・技術、ンλ テムであり，第2に，

社会システムと技術γステムは相互に独立だが影響しあう γステムであり，こ

れらのシステムの問には一義的な関係は存在しない。第3に，組織全体のパー

フォーマ γ スの最適化のためには，それを構成するシ凡テムすべての同時の最

適化が必要であること，第4に，その際，技術γ九テム自体も選択され，開発

されうること，第邑に，その具体的な作業、ンステムの設計として責任ある自律

37) Y. Delamotte and K. F. Walker，“Humani四 tionof Work and the Q岨 lityof Wor-
king Life，" llLS Bullctin， No. 11 
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的作業集団が有効なものと考えられたことであり，第 6に， ζの自律的作業集

団は，団体交渉、ンユテムの下で職場における産業民主化をすすめる方法の有刀

なものである ζ と，これらであった。

しかし， これによる作業シ旦テムの編成白あり方は社会、ノλテムとくに団体

交渉システム等のあり方によって種々の変異がありえ，場合によっては労働者

は社会的に通用しうる技能を身につけうるけれども，単に企業内の責任を分担

することになって，労働市場町企業別化を強めることになるかもしれない。こ

の意味で，自律的作業集団と労働市場，労働組合の問題は改めて論ずべき課題

である。


